
 
写 

坂 教 学 第 ２ ６ １ 号 
平成１９年７月２７日 

 
坂出市学校再編整備検討委員会 
  会 長  毛利  猛  様 
 
 

坂出市教育委員会 
                       教育長 横 井 武 雄 
 

諮問書 
 
 坂出市立小・中学校のよりよい学校教育環境を整備するため，下記事項について， 
坂出市学校再編整備検討委員会設置要綱第２条の規定により諮問します。 
 
 
 

諮問事項 
 
１．坂出市立小・中学校の適正規模・適正配置の基本的な考え方について 
 
 
２．坂出市立小・中学校の再編整備（統廃合）の具体的方策について 
 
 
 
 
 
 
 
 



諮問理由の説明 
 
 わが国の人口は，平均寿命が大幅に伸びてきた一方で，昭和４６年以降の出生数

の減少が続いており，少子高齢化が世界に例を見ないスピードで進行しています。 
平成１７年の国勢調査をもとに総務省は総人口のピークは平成１６年１２月の

１億２，７８４万人であったこと，また国立社会保障・人口問題研究所の平成１８

年１２月推計（中位仮定）によれば，２３年後の 2030（平成 42）年に１億１，５

２２万人，４８年後の 2055（平成 67）年に８，９９３万人にまで減少するとの予

測をしています。 

 また，香川県の将来推計人口についても， 2005（平成 17）年の１０１．５万人

を基準にした場合，１０年後の 2015（平成 27）年には１００万人を割り込み，２

５年後の 2030（平成 42）年には約８７万人へ減少すると予測しています。 

 本市の人口は，国勢調査人口とそれを基礎とした推計人口から見ると，1976（昭

和 51）年の６万７，６５０人をピークに減り続け，現在はピーク時に比べ約１万

人減少しています。 

 こうした中で，本市の学校現場においても児童生徒数の減少傾向に歯止めがかか

らず，市立学校の統計では，小学校児童は 1958（昭和 33）年の９，７９３人から

2007（平成 19）年の２，６２２人へ，半世紀の間に７３．２％も減少しました。

また中学校生徒も同様に，1962（昭和 37）年の５，２０５人から 2007（平成 19）

年の１，３０３人へ７５．０％減少しました。 

 その間，学校の統廃合は，昭和３８年に旧の林田中学校・加茂中学校・府中中学

校・王越中学校・松山中学校の５校が白峰中学校として，また昭和５０年には旧の

川津中学校と坂出中学校が新しく坂出中学校として統合されてきた経緯がありま

す。 

 その後においても，平成１２年度から与島小学校，平成１３年度から与島幼稚園，

平成１４年度から与島中学校がそれぞれ休校・休園となり，さらに平成１７年度か

ら沙弥小学校，平成１８年度からは沙弥中学校が休校となったところであります。 

休校・休園となった地域では，児童生徒数の減少に伴い，学級運営，部活動，運

動会等学校運営に支障が生じ始め，教職員や保護者などの危機感が募る中，また，

地域住民の学校に対する深い愛着を残しながら，休校・休園のやむなきに至ったと

いうのが実情であります。 

その他の学校・園においても子どもの数が減少し，当分の間は休校・休園せずと

も形式的には存続が可能とはいえ，学校運営はもとより，スポーツ少年団等の活動

にも支障が生じ始めているのが実情であります。また，校舎の多くは改築時期が迫

っていること，加えて東南海･南海地震に備える耐震補強工事の促進が急務となっ

ております。 

教育委員会としては，現状のまま手をこまねいていることは許されず，早急に本



市の適正な学校規模のあり方を研究し，学校再編と耐震化促進を図るため，２０年

先を見越した中期（５年）・長期（１０年）の段階的な実施計画（学校再編整備プ

ラン(仮称)）を策定していく必要があると考えておりますことから，次の事項につ

いてご審議をお願いするものであります。 

 
１．坂出市立小・中学校の適正規模・適正配置の基本的な考え方について 
２．坂出市立小・中学校の再編整備（統廃合）の具体的方策について 
 

 次代を担う子どもの教育効果を第一に考えて，最適規模の学習集団を編制し，学

校が学校として最大限の機能を発揮できる教育環境を作り出すために，本市の地理

的条件や歴史に配意しながら，本市にとって望ましい教育環境の将来像をご審議賜

りますようお願い申しあげます。 

 
 




